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洋立国推進功労者表彰」を実施している。

年の第 回表彰では、「海洋立国日本の推進に関する特別な功績」分野及び

「海洋に関する顕著な功績」分野において４名４団体が受賞した。

（敬称略）

４ ジュニア・シッピング・ジャーナリスト賞

海事産業に対する児童生徒の意識向上を図り、海や船への関

心を高めることを目的として、（公財）日本海事広報協会の主催

で全国の小中高校生を対象に海事産業に係る取材・調査をして

新聞形式にまとめた作品を募集し、優秀作品を表彰している。

年度は合計 点の応募があり、審査の結果、山口県下

関市立名池小学校４年 瀧口ひかりさんの「下関港の役割新

聞」が国土交通大臣賞を受賞した。

５ 日本海洋少年団

日本海洋少年団は、海洋国日本の次代の担い手である全国の少年少女たちに「海に

親しみ」、「海に学び」、「海に鍛える」を モットーとして 年に設立された。団員

数は 年度の約 人をピークに年々減少し、現在は約 人となってい

る。そうした中で、将来の海洋国家日本を支える人材を育成するため、団員の数を

「 年の東京オリンピック・パラリンピックまでに１万人に復活させる」ことを目

標として全国的に活性化策を進めている。

●海洋少年団の活性化

海洋少年団の団員数は、 年度末に約 人であったが、 年４月に舞鶴海

洋少年団が３年ぶりに入団式が開催されたことを皮切りに、同年７月に佐伯、 月に

高知、 年７月に熊本、 年 月に神戸、 年 月に熊本 熊本火の国 、 月

に呉で新団が設立され、その他の地域においても、地域ごとに関

係者が連携して少年団をサポートするプロジェクトチームが立ち

上がった。これらの取組の結果、緩やかではあるが団員数は回復

傾向に転じている。今後は、既存の少年団の活性化や新団設立に

向けての呼びかけなど、さらなる取組強化が進められる。

●第 回日本海洋少年団全国大会

全国海洋少年団の団員と指導者が一堂に会する海っ子最大の

祭典「日本海洋少年団全国大会」が、 年８月４日 金 から８月７日 月 までの４

日間、福岡市において開催される。全国の団員との友情の輪を広げ、成長期にある少

年少女達の心身の健全な育成にとって欠かすことの出来ない大切な大会となってお

り、手旗競技及びロープワーク競技等様々な競技が計画されている。

海洋国家日本に欠かせない海事産業を支えるのは専門的な知識・技術を有する優秀

な人材である。次世代の人材を安定的に確保するためには、小中学生の頃から、将来

の進路として海事産業を選択肢としてもらうことが必要であるため、初等中等教育段

階において海洋教育を実践することにより、子供達の海事産業に対する理解を深め、

将来の職業としての興味・関心の醸成を図ること等が重要である。

このため、国土交通省では、初等中等教育における海洋教育の充実や関係行政機

関、教育機関、海事関係団体との有機的な連携を図りながら海洋教育を具体的に推進

するプロジェクト 海洋教育推進プロジェクト に参画し、関係行政機関、教育機関、

海事関係団体との間で、学校教育の現場において海洋教育が実践されるよう検討を進

めている。

この海洋教育推進プロジェクトの検討を受け、 年３月に改訂された、小学校、

中学校等の学習指導要領においては、日本における海洋・海事の重要性についての記

載が充実され、学校教育の内容として、従来よりも明確な位置づけとなった。

また、 年の「海の日」を迎える総理大臣メッセージにおいては、海洋教育の取

組を強化していくため、海洋教育推進組織「ニッポン学びの海プラットフォーム」を

立ち上げ、このプラットフォームを通じて 年までに全ての市町村で海洋教育が実

践されることを目指すとされた。

国土交通省では、海洋教育の取組みが強化されるよう、以下の取組みを推進してい

く。

第３節 海洋教育の推進

「下関港の役割新聞」

呉海洋少年団結団式

第 回海洋立国推進功労者表彰受賞

者
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１ 海洋教育推進モデル実証事業

国土交通省は、関係行政機関、教育機関、海事関係団体と協力・連携しながら、小

中学校の教育現場において、海事産業の重要性に関する教育を推進するための取組を

進めている。

その中で「海洋教育推進モデル実証事業」をスタートさせ、学校教育の現場で使用

するための実践的な教育プログラムの作成、実施体制等の環境整備を進めていくこと

としている。 年度は教育プログラムの作成や当該教育プログラムを先導的に実施

するモデル地区の選定等について検討をする。

２ 海事産業に関する副教材

海事産業に関しては、小中学校の授業で各地方の実状に即して学ぶ

機会を充実させるため、 公財 日本海事広報協会が主催し、国土交通

省及び海事関係団体の協力により「海運」「造船」「港」の重要性を盛

り込んだ副教材を作成し、港湾都市の社会科教師らの協力のもと副教

材を活用した授業を行っている。

年・ 年は広島県呉市、 年・ 年は岡山県倉敷市、

年・ 年は山口県下関市において副教材を用いた授業を行っているほか、作成

した副教材を協力団体等のホームページで公開し、関心ある教師が自由に閲覧できる

ようにしている。 年・ 年は愛知県豊橋市において作成する予定である。

３ 中学生向け海洋キャリア教育 船との出会い事業～海の仕事へのパスポート～

年８月には、 公財 日本海事広報協会が山形県南陽市教育委員会、国土交通省

地方運輸局、海事関係団体、東京海洋大学海事普及会等と連携し、海に隣接しない南

陽市の中学生を対象とした海洋教育を実施した。

これは、普段、海に接する機会の少ない児童・生徒を対象に、海に関わる仕事をし

ている人を講師に迎え、交流の場を提供することで、海に関する職業の知識を得ると

ともに、日本の産業を支える海運、造船等の海事産業の重要性について意識の向上を

図ることを目的としている。実際に参加した学生からは「海の仕事に就いてみたいと

思った」といった声も寄せられた。 年７月には北海道苫小牧市で開催される。

４ 土曜学習応援団

文部科学省では、子供たちが社会で活躍する多くの大人に出会い、

将来の夢や希望をもって学ぶ機会が充実するよう、多様な企業・団

体・大学等の参画を得て、「土曜学習応援団」 を組織

し、子供たちがより充実した土曜日をはじめとした休日、平日の授業や放課後等を過

ごすために、実社会での経験や企業・団体・大学等の強みを生かした出前授業等を行

う取組を推進している。

国土交通省としても、従来から取り組んでいた学校での出前授業等の実施や広報啓

発の展開に加え、土曜学習応援団の推進等に関し文部科学省とも連携を図りながら、

未来を担う子供たちの可能性を最大限伸ばし、子供たちが社会で活躍する多くの大人

に出会い、将来の夢や志を持って学ぶ機会の充実を図っていくこととしている。

Column 
九州運輸局の取組み

九州運輸局では、海事産業界や教育機関等と連携し、小・中学生に仕事としての海

事産業に“夢や魅力”が感じられるよう、また、海洋教育を促進する観点から、小・

中学校教員の意識啓発にも重点をおいた取組を行っています。

●海事都市における産学官連携による取り組み（長崎市）

長崎市は、造船業が集積し、多くの離島航路が就航する海事都市です。市内の小学

校社会科副読本には、造船業や離島航路のことが大きく取り上げられています。

長崎運輸支局では、この造船業に、長崎観光を支える遊覧船（海運業）、そして造

船の先端技術を研究する大学をジョイントした見学会を企画しました。参加した小学

５年生５８名は、海事産業の現場見学に加えて、ハイテクを駆使した作業の模擬体験

をすることで、仕事としての海事産業に大いに興味が湧いた様子でした。

●海洋教育の促進を目指した教員の意識啓発

九州運輸局では、２０１５年度から海洋教育の促進を目的に、教員の意識啓発にも

重点をおいています。主として管内各自治体の小・

中学校教育研究会社会科部会の先生を対象に、海事

産業見学会を開催しています。

２０１６年度には、九州運輸局管内で２８３人の

先生に参加してもらいました。参加した先生方から

は、「海事産業の重要性を再認識した」、「授業で海

運や造船のことを話そうと思う」といった感想が寄

せられています。

観光丸を背景に記念撮影 溶接シミュレーター体験操船シミュレーター体験

帆船「海王丸」での見学会86 87




